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５．中国への木材輸出に関わる国内港湾の状況 
 

中国向けにスギ・ヒノキ等の輸出を行っている国内の地域、港湾状況について整理すると以下

のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各種資料より作成 
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６．日本から中国への木材輸出の先行事例 

 

（１） 宮崎県での取り組み 

 

「スギの良さを知ってもらう取り組み」 

杉の生産量日本一を誇る宮崎県は、2002 年から宮崎の杉のブランド化を中国で進めている。

宮崎県が中心となり、杉の認知度を高め、木材の質感などを実際に味わってもらうために、展

示商談会へ積極的に参加したり、モデルルームを上海市内に作ったり、福建省福州市ではモデ

ルハウスの建築など、杉のよさをまず知ってもらう取り組みを行っている。 

 

「スギ･ヒノキ丸太の輸出事業」 

森林組合連合会により平成 15 年４月に宮崎県産杉の輸出契約が、福建省アモイ市木材総公司

と交わされ、スギ丸太 200 ㎥を輸出し、中国において「宮崎スギ広報員」の設置やモデルハウ

スの設置等、積極的な普及・宣伝を行っている。また、同県の民間企業は、中国の集成材工場

とスギ丸太の継続的な供給に関する契約を取り交わし、平成 15 年 10 月スギ・ヒノキ丸太 3,500

㎥を、また平成 16 年２月には島根県からスギ・ヒノキ丸太 4,000 ㎥を輸出した。 

 

「日本のスギの評価」 

輸出された杉は、マンションの内装材のほか、寺院の改修部材、家具用材に使われている。

日本の杉についての評判は、「色が美しく、香りがよく、つやもよい」と高く評価されている。  

近年、中国でも、シックハウス症候群が問題となり、建築物への安全性についても関心が高

まってきているが、こうした中、化学薬品を多用するほかの建築物と区別し、「省エネ、健康、

環境に配慮した高級品」という印象の定着を目指している。これらは、まさに電化製品や食品

などの、「安全で、いい製品」という日本製品のイメージにも合致している。 

 

「宮木（みやき）ブランド」 

宮崎県森林組合連合会は、こうして杉を知ってもらう活動と同時に、日本の杉の中でも特に

宮崎の杉に対する認知度を高めるため、「宮木（みやき）」というブランド名を作り、中国にお

いて宮崎の杉の商標登録を行っている。 

 

「宮崎の取り組みの特徴」 

宮崎県の取り組みにおける特徴は、日本で選別した高品質木材を価格を 1㎥当たり 2 万円以

上で、販売している点である。それは、この対中輸出政策の目的が、宮崎県産の杉をブランド

化することで、宮崎の森林を育て、林業の振興を図っていくという点にあったからである。ま

た、宮崎県は、中国の木材業者を県に招いたり、逆に、日本の技術者を中国に派遣したりと、

日中の技術者交流も行っている。これは、日本産の杉、ひいては林業についての理解を深め、

森林大国日本の林業技術を中国でも活かしてもらうのが目的である。 

さらに、こうした取り組みが続くことで、ゆくゆくは宮崎の杉を中国により知ってもらうこ

とにもつながる。中国で営業活動を行い、認知度の低い杉材を高級木材として売っていく中で

は、日本の林業技術への理解、建築技術への理解は欠かせないものでもある。中国でも国家プ

ロジェクトで森林を守る取り組みをしていることからも、森を育てていく林業というあり方は、

日中両国とも同じである。そうした思いに応える宮崎の地道な交流が、日本の杉材への信頼を

高めていき、日本ブランド化につながっていくことを期待している。 
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（２） 石川県での取り組み 

   

「事業取り組みの経緯、目的」 

石川県内の山林の荒廃と、金沢港の活性化の２つを目的として、2005 年 9 月、地元の木材会

社と森林組合、全国的な商社の３社が合同で、県内の森林の林床に置き去りにされている「根

曲がり材」などを、掃除を兼ねて山から伐出し、中国に輸出。採算性重視ではなく手弁当で、

原価や経費もオープンにして事業取り組みをスタートした。 

  

「事業者の役割分担」 

中国側の相手先企業は、大連の木材会社。大連の日系企業で、集成材の加工工場がある。 

事業の仕組みは、森林組合が県内の間伐材（根曲がり材の根元の捨てる部分 1～2m などの放

置材）を非常に安く搬出し、木材会社が流通を担当。輸出入業務を商社が行い、金沢港から原

木のままコンテナに詰めて大連に輸出、集成材を全量金沢港にブーメラン輸入している。 

  

「現在の出荷形態」 

これまで 2ヶ月に 1 回のペースで出荷しており、17 回荷出ししている。1 回あたりの単位は

200～250 ㎥（30 ㎥/コンテナ×7～10 コンテナ/回）。輸入した集成材は地元と東京などで販売

している。価格は外材の集成材並み。 

 

 「事業取り組みの課題」 

中国の加工賃は安いが、往復の運賃と検疫などの費用を考えるとコストがあわず、現時点で

は事業としてはボランティアの域を出ないとのこと。補助金等は一切使っていない。2007 年 2

月現在、中国国内での販売はしていないが、将来的には需要が大きくなる可能性を見込んでい

るが、中国での販売には資金回収の問題などの課題がある。 

 

 

（３） 和歌山県での取り組み 

 

 「見本製材の輸出（平成 16 年）」 

平成 16 年 11 月、中国への販路を拡大するため、清水町(合併により現在は有田川町)は、町

産紀州材の製材約 40 ㎥（大きめの木造一戸建て住宅１軒に使われる量に相当）を見本として中

国へ輸出した。 

   

 「価格面の折り合いが課題」 

中国側の要請で、40～50 年生のスギの間伐材を使い、厚さ 2.5 センチ、幅 10 センチ、長さ

2,3,4 メートルの板材計 6850 枚に製材した。今後、継続して輸出を検討する際には、価格面の

折り合いが課題となっている。 
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７. 将来の取り扱い貨物に関する中国市場・港湾等の状況－大連現地調査の実施 

本調査では、前項で抽出した紀州材の中国市場開拓の可能性を把握するため、大連の現地調査

を実施した。以下現地調査に基づく状況等について以下に整理する。 

 

（１）大連･中国国内での木材の利用状況 

日本は一戸建てが多く軸構造の木造建築に対して､中国は農家を除き殆どが鉄筋コンクリｰト

か煉瓦作りてある。従って、住宅への木材の使用は殆とが床材(フローリング)及び内装用(特に

壁)が中心となる。 

 

（２）大連又は中国国内での日本材(特にスギ､ヒノキ)の利用状況 

大連周辺では日本材を殆ど見かけない。 

日本の地域での取り組みとして、平成17年5月末に青森県が同県ヒバ･杉の売り込みで大連国

際家具店へ出展､プロモｰションを行なっている。 

 

（３）市場価格の状況 

直近の市場価格は以下のとおりであり､日本産の杉は中国の雲杉との競合が問題となる。従い､

販売地域は雲杉材の主要加工地である福建省や広東省からの輸送距離を考え,上海以北から東

北にかけてがターゲットとなる。また、日本の杉の用途・使用方法について中国にて技術交流

などにより、より幅広い利用方法をPRする必要がある。 

○ 黒龍江省牡丹江市林業局における事例 

赤松(直径30ｃｍ以下、1200―1300元/㎥)等 

雲杉(中国名 雲嶺杉 直径20ｃｍ以上、800元/㎥) 

○ 山東省､木材交易市場 

   杉材を使用した修整板材と杉サンギが市場で販売されていた卸売価格 

参考まで白松･雲杉材の市場卸売価格を下記する｡ 

1.白松 3.8㎝ X 3.1㎝ X 1.5ｍ 5本組 26.5元 

8 ㎝ x 8 ㎝ x 3.7ｍ x 4本組  80元 

2.雲杉{湖南省産)長さは１mを4本縦方向に並べて４ｍにしている 

2.5㎝ X 3.3㎝ X ４m X 5本組 20元 

1.9㎝ X 2.1㎝ X ４m X 5本組 11元 

2.1㎝ X 2.4㎝ X ４m X 5本組 14.5元 

3.雲形集成板(幅 約1.8ｍ×約2.4ｍ) 

厚み1.2㎝ 78元､1.35㎝ 87元､1.5㎝ 90元､1.6㎝ 94元,1.7㎝ 95元 

1.8㎝ 105元 
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（４）その他の状況 

邳州市が人造板の江蘇省の一大製造基地となっている。その状況は以下のとおりである。 

・同市の木材加工は1990年頃からスタートしたが、当時は原料となるポプラそのものを取引

していた。その後、同市内でポプラや樺を使用した板材を加工し中国国内へ販売するよう

になった。同市に木材加工大手企業は350社程ある。 

・同市は青島から300ｋｍ、江蘇省連雲港から100ｋｍの場所にあり、輸出もこの２港が使

える。 

・江蘇省邳州市木材流通協会が設立されており、同協会には人造板製造業者と販売業者が加

入している。 

・主な製造品目はベニヤ板とベニヤ板につき板（＝薄皮）を貼った化粧版（中国語“貼板”）。 

製品は韓国、シンガポール、マレーシア、インドネシア等の東南アジア諸国へ輸出。 

2004年からは米国・欧州へも輸出を開始。同市の華瑞木業有限公司（台湾企業が投資）、日

本向けは東南アジア向けに比べ品質も高く、その分価格も高い。原料の80％は地場のポプ

ラを使用、残りの20％は海外からの手当てだが、ロシア産白樺（輸入の30％を占める、価

格は税込みで1,200元～1,300元/㎥）、ロシア産ポプラ（同50％、価格は1,000元/㎥）、東南

アジアの雑木（同20％）、輸入は距離の近い連雲港を利用している。 

 

（５）紀州材(杉・ヒノキ)の輸入の可能性 

宮崎県の杉材の取り組みが現在先行している。2002年から宮崎の杉のブランド化を中国で推

めており、PR活動(=啓蒙活動)が重要である。特に、杉の特性､優位性,欠点､使用具合を理解し

てもらう必要がまだまだある。 

また､加工貿易ならチャンスは非常に大きいと考えられ、中国の安い加工賃を利用して日本か

ら原木･板材を輸入加工後､再度日本へ再輸出するモデルなら実現性も高く足も速いと見込まれ

る。 

 

（６）輸送方法 

丸太ならバラ積船,板材ならコンテナを利用､コンテナは20フィｰトと40フィｰトの2種類があ

る｡ 

 

（７）製品として加工後の販路の可能性 

中国で加工後の製品に価格競争力があれば中国国内販売として、サン木または集成板材の販

売が考えられる。中国で価格競争力がないならば、日本からの加工貿易で最終用途は日本とな

る。計算には詳細なシュミレーションによる具体的な積算が必要となる。 
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（８）中国の木材関税 

中国はWTO加盟国であり、関税は特恵国待遇を受けている｡従い､日本→中国の木材の関税はゼ

ロ%である。 

中国は輸入品に対し製品は17%､農産物(原料)は13％の増値税を掛けている。木材の場合､原木

は13％の増値税､製材は17％の増値税が中国買値に掛かる｡ 

加工貿易で1OO％海外から木材材料を輸入､加工後100％輸出する場合は､事前に中国加工企業

が加工貿易保税手帳を税関に申請し許可されれば、保税扱となり輸入時の増値税支払いは免除

される｡ 
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３-３ 今後に向けての課題の抽出                        

１.課題の抽出 

第２章(問題点の抽出)及び、前節までの将来の物流可能性の検討をふまえて、今後に向けての

課題を以下のように抽出する。 

 

項 目 問 題 点 

1.現在の取り

扱い品目 
 

（１）製材業の

共同輸入 

 

 

・現在既に各製材業者が行って
いる共同移入等の取引関係の
調整、既存工場との輸送コス
トの低減等が必要である。 

（２）林産品

の輸出 
・背後圏の豊かな森林資源－紀
州材-について、原木や加工品
として、国内はもとより東ア
ジア諸国・諸都市の市場への
供給の拡大を検討していく必
要がある。 

（３）砂・砂

利、セメン

トの輸移入 

・建設需要が今後縮退すると見
込まれる状況では、他港に対
する優位性をもって進めるこ
とは難しいと考えられる。 

（４）石材等 ・市場の確認のもとに取り組む
必要がある。 

（５）農水産

品、同加工

品の輸出 

・品目・量上の拡大を検討して
いく必要がある。 

（６）小口輸

送品目 
・背後圏の企業ニーズは数百ト
ン未満の小口が多く、貨物の
集散と輸送の効率化が前提と
なる・ 

 

２．企業誘致

等 
・日高港の背後圏の産業活動
規模での物流拡大には限界
があり、地域経済の活性化の
観点からも、港湾直背後と近
隣の企業用地の存在をふま
えた積極的な企業誘致が必
要である。 

３．観光機能

等 
・港湾のみでの活性化、観光
クルーズ船の寄港の定期化
は難しく、広域的な魅力化を
検討していくことが必要で
ある。 

課 題 

課題１：地域資源の活用によ

る地域産業の活性

化・高度化 

 

 

 

 

課題２：地域の実情に対応し

た物流機能の整備

 

 

 

 

課題３：企業誘致の促進 

   

 

 

 

課題４：港湾機能の多様化

 

 

 

 

日高港における将来の取り扱い貨物 

・紀州材を抽出し、中国輸出の可能性に
ついて検討した。 

・課題に関わる詳細は次項に示す。 
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２.課題 

（１） 地域資源の活用による地域産業の活性化・高度化に関する課題 

現在の地域産業活動に基づく取り扱い品目の早急な拡大可能性は限られていると考えられ、地

域資源として紀州材を核とした地域産業の活性化・高度化に取り組む必要がある。 

 

① 中国を加工基地とする原木等の輸出の拡大 

中国の原木輸入は、国内需要に加えて、加工貿易が主体となっている。わが国へも、ロシア

産等の原木を加工した木製品が輸出されている。大連を加工基地とした 原木輸出→大連にお

ける加工→日本国内又は欧米等への販売が当面、可能性が高いと考えられる。 

・ 杉を活用した国内の木材製品の開拓・企業誘致等とのセットの検討。 

・ わが国のみならず欧米等もターゲットとした｢置き和室｣等のブランド品、製品開発とのセッ

トを考えていくことも重要。 

※ 今回の視察でもドイツ産の原木輸入⇒欧米向家具等の生産に取り組んでいる工場が見られ

た。 

 

② 中国国内市場の開拓 

中国国内における木材需要は、構造材ではなく、床・壁等の内装・家具等が主体となる。ま

た、基本的には硬い木材が好まれ、特に大連等では構造材の需要は小さい。ただし中国国内で

も南部では需要があり、また、日本からの輸出の取り組みもなされてきている。 

原木、原木輸出→加工→中国国内販売による木製品輸出等の両面について、可能性を探って

いくことが重要である。 

その際、増値税によるコストアップ、検疫への対応、取り扱い事業者の限定動向への対処等、

具体的な取り組みの推進が必要である。 

 

③ ｢木の文化｣PRの重要性 

①、②に対して、スギ・ヒノキの良さが知られておらず、木の｢文化｣を中国市場にPRしてい

く必要がある。 

その際、大連市で実施されている国際見本市、展覧会等への積極的な出品・展示等が必要で

ある。また、和歌山県の展示場との連携のほか、 現地協力企業やホテル等における展示など、

独自の取り組みを推進する必要がある。 

 

④ 中国等との幅広い交流・交易促進のための体制づくり 

大連市との間に、御坊市など単独自治体ではなく、和歌山県としての取り組みが必要であり、

具体的には、大連市と経済協力協定を締結するなどが考えられる。(既に青森県、愛媛県等が取

り組み、現地事務所も開設しているなど) 

また、杉の需要が見られる上海等、今後の加工貿易の拡大が期待される東アジア諸国等、交

易の対象の拡大を検討する必要がある。 

 

⑤ 日高港におけるハード・ソフトインフラの整備 

日高港のハード・ソフトにわたるシームレスな物流体制構築の検討を進める必要がある。特

に、 入港・保管・企業立地等に関する自治体の支援措置の拡充が求められる。 
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（２）地域の実情に対応した物流機能の整備に関する課題 

開港に向けて、日高港の取り扱い貨物量の拡大が必要であり、このためには、日高港背後圏

において他港を利用している品目、少量ながらも新たに海外進出を目指している品目などを確

保し、こうした小口輸送に対応したシームレスな物流体制を構築していく必要がある。 

 

（３）企業誘致の促進に関する課題 

日高港直背後地と近隣の企業用地の存在、高速自動車道へのアクセスの良さ等を活かして、

港湾機能の向上とあわせた企業誘致等に一体的に取り組む必要がある。 

 

（４）港湾機能の多様化に関する課題 

新エネルギーパーク整備、クルーズ客船の誘致実現などの実績等をふまえて、物流機能のみ

ならず、多様な振興方策を検討していく必要がある。 
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４―１ 課題への対応方向                            

 

地域活性化のための日高港活用促進に向けて、これまでの検討を踏まえて、課題に対して以下

の方向で検討するものとし、各事項について次節で、取り組み方向及び方策を検討する。 

 

対応方向1：地域資源の活用による地域産業の活性化・高度化 

地域資源を活用した、日高港振興のトリガーとなる事業として、紀州材の中国市場向け輸出

及び加工品の逆輸入に取り組む。 

 

対応方向２：地域の実情に対応した物流機能の整備 

背後圏の企業における小規模な貿易活動の集約により、日高港を中心とした中国向け輸出入

の促進を図る。また、小口輸送に対応したシームレスな物流･交通体系の整備を進める。 

 
対応方向３：企業誘致の促進 

    日高港直背後地と近隣の企業用地の存在、高速自動車道へのアクセスの良さ等を活かして、港

湾機能の向上とあわせた企業誘致等を一体的に推進する。このため、企業誘致を市、県、商工会

議所等地元団体との連携の下に推進していく。 

 

対応方向４：港湾機能の多様化 

新エネルギーパーク整備を起爆剤とした集客機能の整備を推進する。特に、世界遺産である｢紀

伊山地の霊場と参詣道｣に代表される地域の観光資源を活用した、クルーズ客船の誘致活動に積

極的に取り組む。 

 

 
第4章 解決策及び今後の対応の検討 
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４―２ 取り組み方向及び方策                         

 

１.地域資源の活用による地域産業の活性化・高度化 

 

（１）取り組みの考え方 

  地域資源を活用した、日高港振興のトリガーとなる事業として、紀州材の中国市場向け輸出入に

取り組む。 

  その全体的な流れは以下のとおり、提案される。 

 

【紀州材を活かした取り組みの考え方】 

 

■ 紀州材を活かした取り組みの方向性 

① 中国を加工基地とする原木･製材等の輸出拡大 

② 中国国内市場の開拓 

市場： 

｢木｣の文化ＰＲの推進と市場拡大 

■ 第一歩として、社会実験への取り組み 

■ 取り組み方策 

物流： 

シームレスな物流システム･基盤づくり 

人･情報： 

幅広い交流・交易促進のための体制づくり
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（２） 取り組み方向 

① 中国を加工基地とする原木等の輸出拡大 

○ 現状 

中国の原木輸入は、国内需要に加えて、加工貿易主体であり、わが国へもロシア産等原木

を加工し、木製品を輸出している。輸入・輸出先が双方とも中国国外であれば、無税という

利点がある。また、ドイツ産の原木輸入⇒欧米向家具等の生産を実施するなど、欧米を対象

とした取り組みも見られている。 

○ 方向性 

大連を加工基地とした原木・製材等の輸出を図る。加工された家具・内装材は、日本国内、

欧米市場等への販売を図る。 

   

 

 

 

 

② 中国国内市場の開拓 

○ 現状 

中国国内の木材需要は床・壁等の内装・家具等が主体であり、また、基本的には硬い木材

が好まれるなど、現段階での可能性は比較的低く、また大連等では需要は小さいと見込まれ

る。ただし中国国内でも南部では需要があり、日本からも製材等輸出の先行事例が既に見ら

れている。 

○方向性 

大連を家具･内装等の加工拠点・販売窓口とした中国市場への輸出拡大を図る。また、将

来に向けては、家具・内装材の加工を国内で行い、中国国内での販売を図る。 

 

 
■■ 原木原木･･製材製材

輸出輸出
■■ 大連での加工大連での加工
((家具・内装材等家具・内装材等) ) ■■ 中国国内への中国国内への

販売販売
■■ 家具・内装家具・内装

材等加工材等加工

■■ 原木原木･･製材製材

輸出輸出
■■ 大連での加工大連での加工
((家具・内装材等家具・内装材等) ) 

■■ 日本国内又は日本国内又は

欧米等へ販売欧米等へ販売
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（３） 取り組み方策 

① 物流：シームレスな物流システム･基盤づくり 

価格競争力向上のための物流コスト、リスク等の削減に取り組む。 

(当面の取り組み) 

  システムに関わる物流コスト、リスクの把握と削減方策の検討を進める。また、中国への｢空

船｣の利用や、地方港間の連携等について検討を進める。このため、社会実験等により、 中国

国内の課税や貿易システム・貿易事情への対応の研究を図るとともに、物流コスト削減方法に

ついて検討を進める。 

(長期の取り組み) 

  背後圏の中国との貿易品目の拡大などを図りながら、小口輸送における複合一貫輸送体制等

の構築とこれに対応した基盤整備を進める。また、システムの構築のため｢地域商社｣などの設

立と自治体の支援措置を検討していく。 

   

② 人･情報：幅広い交流・交易促進の体制づくり 

中国で成功するためには、現地とのコミュニケーションを築き、人的関係を大切にすること

が重要であり、幅広い交流体制を作っていく。 

(当面の取り組み) 

大連市との経済協力体制の構築を図る。例えば、大連市との広域レベルの経済協力協定締

結や事務所設置など窓口体制づくりに取り組むことが検討される。 

(長期の取り組み) 

アジア諸都市・港湾との広域交流促進体制を検討する。例えば、近畿圏｢港湾｣コンソーシ

アムとしての交流体制や、地域における一体的な推進体制等について検討する。 

 

③ 市場：｢木の文化｣PRの推進と市場拡大 

スギ・ヒノキの良さが知られておらず、木の｢文化｣の中国市場へのPR、ブランド化を進め

る。 

(当面の取り組み) 

大連市を中心としたＰＲ活動を推進する。例えば、国際見本市、展覧会等への展示等推進、

紀州材のブランド化の推進を図る。 

(長期の取り組み) 

     ｢開港｣により、今後の加工貿易の拡大が期待される上海等、交易対象の拡大を検討していく。 
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※ ｢置き和室｣に関する戦略について 

・｢置き和室｣については、デザイン･ブランド力の向上とデザイン盗用等の防止を図りながら、国内

及び海外市場(欧米・中国)を視野に入れた生産拡大を図っていく必要がある。加工コストの重視及

びブランドの確立・デザイン盗用等の防止策の実施により、大連を加工基地として販路拡大方策を

検討すると以下のようである。 

 

※ 地域ブランドの育成（｢置き和室｣の展開） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紀州材原木の試験輸出 

・地元（大連）企業での紀州材家具試作

JAPAN ブランド「置き和室」の試験輸出

・地元企業直営店での展示 

・「日本和歌山紀州材展示場」での展示 

紀州材の認知度向上 

⇒海外市場の開拓

紀州材の認知度向上 

JAPAN ブランド「置き和室」の認知向

上 ⇒海外市場の開拓 

・JAPAN ブランド「置き和室」の生産体制の整備構築 

・集成紀州材の生産・流通体制の整備構築 

・中国企業との提携、技術指導 

生産・流通体制の整備・構築 

日高港－大連港 

    紀州材原木等の本格輸出の開始 
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（４） 社会実験への取り組みの提案 

① 目的等 

現在､日高港においては、定期の輸出入貨物・航路がなく、不開港でＣＩＱ(※)がないことを

踏まえて、貿易手続き・荷役･物流・中国側の商流･物流に関するノウハウの獲得を目指し、日高

港利用促進に資する試験輸出を企画･実施する。 

※ Customs,Immigration,Quarantine の略。税関、出入国管理、検疫の略。開港（海・空港）の
基本要件。 

相手先港については、これまでの大連港を対象とした御坊市の取り組み(｢日高港一大連港交流

促進調査団｣による大連市訪問､現地関連情報収集及び目高港のPRの実施等)などをふまえて、大

連港及び背後圏を対象とする。 

 

② 社会実験の位置づけと成果目標 

今後のステップとして、以下の段階を設定し、社会実験を通して､以下の2点の成果獲得を目指

す。 

・ 中国への木材輸出に関する貿易手続き･物流の流れを把握する。 

・ 展示会の出展等により、紀州材ＰＲ交流･交易体制づくりのきっかけを作る。 

 

社会実験の位置づけ 

 

 

       

    

 

 

 

③ 実験計画の内容案 

実験を企画･実施するうえで､以下の点について、大連視察調査及び物流事業者ヒアリング、事

例等を踏まえて、以下のような設定を提案する。 

■ 誰から誰に､何を､輸出するか 

・ 誰から ― 荷主として御坊商工会議所を想定する。 

・ 誰に   一 中国での輸入に関するライセンスを有している協力企業又は商社とする。 

・ 何を  ― 原木(丸太〕､製材､木製品(家具等)が候補であるが、地域産業の振興の観点と

して製材業の振興につなげていくこと、家具製品に関してデザイン。ノウハウ

等の保全の観点から、製材とする。 

フェｰズ1： 中国への木材輸出に関する貿易手続き･物流の流れを把握すると
ともに紀州材のＰＲ、交流･交易体制づくりのきっかけをつくる 

フェｰズ2：ノウハウ蓄積、業者育成,マｰケット調査･販路開拓 

フェｰズ3：貿易手続き･コスト･リ一ドタイム等の課題解消､販路肱大 
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■ 日高港から､どんな船で､どんな条件で､輸出するか 

・ ・どんな船 ― コンテナ船､在来船(木材専用船､一般貨物船)があるが、輸送時の傷等の発

生、多様な輸送品目への対応等を踏まえて、コンテナ輸送とする。 

・ どんな条件― 運賃条件、荷役条件、輸送保険等は物流事業者との調整による。 

■ 必要な国内､中国側の貿易手続き､物流業務を誰にやってもらうか 

・ 以下の手続きがあり、物流事業者による対応により手続き等を確認していく。 

国内手続き→不開港でのCIQ手続き､ドキュメント業務､物流業務､金融決済､クレｰム処理 

中国手続き一CIQ手続き､物流業務､ドキュメント業務､金融決済､クレｰム処理 

③ 実験計画の検討ステップ 

 

ステップ1：取引内容の設定 

 

⇒ ステップ2：輸送方法の設定 

・航路／・輸送船舶／・輸送契約／・保険契約 等の確認 

⇒ ステップ3：日本での輸出手続 

・燻蒸、検疫／・通関／・船積関係書類／・船積み 等の確認 

⇒ ステップ4：中国での輸入手続 

・検疫／・通関／・船卸し／・中国内輸送 等の確認 

⇒ ステップ5：クレーム処理 

・通報／・保険請求 等の確認 

⇒ ステップ6：展示等実施、 

・展示／・加工試験や、製品処理等 等の確認 

⇒ 評価等 

 

④ 展示手段について 

世界家具輸出大国に発展してきた中国には家具メーカーだけで5万社余りあり、家具業界の飛

躍的な発展に伴って木工機械、資材と部品への需要も増え、中国木工機械、家具部品と資材業界

も急速的に発展している。 

大連市では、こうした業界・メーカーを主な対象として、中国及び日本、韓国、ロシア市場に

向けた中国北方地区では最大の輸出型の国際的な展示会として『中国国際家具（輸出）及び木工

機械展覧会』が実施されている。 

毎年6月の開催であり、これと合わせた社会実験の企画実施を提案する。 



 379

２. 地域の実情に対応した物流機能の整備 

（１）取り組みの考え方 

背後圏の企業における小規模な貿易活動の集約により、日高港を中心とした中国向け輸出入

の促進を図る。また、小口輸送に対応したシームレスな物流･交通体系の整備を進める。 

 

（２）取り組み方向 

小口積替デポ(※)など多品種小ロットの輸送に対応した基盤・システムの整備を検討すると

ともに、行政や商工団体による、公共ふ頭の利用意向や企業用地の活用意向の持つ事業者に対

する積極的なセールス活動を推進していくことが提案される。 

 

 

  ※ 国土交通省の新たな施策。概要は以下のとおり。 
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（３）取り組み方策 

貨物集約可能性の検討・確認のもとに、社会実験等を通じて、具体の推進体制・システムの

構築を進めていくことが検討される。特に社会実験にあたって、小口の集約･モデル輸送の実際

を確認していくとともに、コスト･体制の整備の必要性、「空船」の活用を視野に入れた阪神港･

地方港湾との連携の可能性等について確認していくことが必要と考えられる。 

また、これらを具体的に担う組織として、商工会議所、企業等から組織する協議組織の設立、

さらに地域貿易商社など企業活動・物流を総合的にコーディネートする組織への発展が必要と

考えられる。 

 

【地域の実情に対応した物流機能の整備の推進ステップ案】 

貨物集約可能性の検討･確認 

・背後圏企業の実態･ニーズ把握 

 ・ルート・集約方策の検討 

試行(社会実験) 

 ・小口の集約･モデル輸送の実施 

 ・コスト･体制等検討 

 ・阪神港･地方港湾との連携検討 

推進組織の検討･設立 

 ・集約･輸送等のコーディネート

及び利用者開拓の体制整備 

基盤・システム整備 

・小口貨物積替デポの整備 

・阪神港･地方港湾との連携検討

 

定期運行ルートの開設による 

｢開港｣へ 
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３. 企業誘致等の促進 

（１）取り組みの考え方 

   日高港直背後地と近隣の企業用地の存在、高速自動車道へのアクセスの良さ等を活かして、港

湾機能の向上とあわせた企業誘致等の一体的な推進を検討する。 

 

（２）取り組み方向 

輸出入にあたって内陸輸送のコストや制約の高い企業、中国等に向けた加工・生産・流通を一

体的に検討する企業など港湾直近に立地するニーズのある企業、近年需要が高まっているリサイ

クル産業等静脈物流に対応した企業などの誘致を、港湾整備と一体に推進していくことが提案さ

れる。 

 

（３）取り組み方策 

 ① 企業誘致方策の検討 

   企業のニーズ把握・誘致可能性、整備が必要な港湾機能の検討を進める。その際、直接対象と

なる企業のほか、サードパーティロジスティクス(※)に取り組んでいる事業者なども対象として

検討していくことが考えられる。 

※ 荷主でも従来の運送業者でもない第3者企業（サードパーティ）に自社の物流戦略の設計、
構築から運用まですべてを委託すること。３ＰＬと略されることが多い。日本の大手運
送業者や商社が参入している。３ＰＬを活用することで、荷主企業は最適なロジスティ
クス提案およびその運用を一括して外部化することができる。 

 ② 誘致促進体制の検討 

企業誘致については市、県、商工会議所等地元団体との連携の下に推進していく必要がある。

また、日高港振興につなげていくためには、企業誘致や情報提供・港湾整備等を総合的にコーデ

ィネートする組織の設置が必要と考えられる。このため、後述する、総合的な港湾・産業振興の

ための組織・体制の設置・運営を企画していくことが必要と考えられる。 
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４. 港湾機能の多様化 

（１）取り組みの考え方 

新エネルギーパーク整備を起爆剤とした集客機能の整備を推進する。特に、世界遺産である｢紀

伊山地の霊場と参詣道｣に代表される地域の観光資源を活用した、クルーズ客船の誘致活動に積

極的に取り組むことが検討される。 

 

（２）取り組み方向 

日高港を基点とした御坊市観光ルートの開発、｢紀伊山地の霊場と参詣道｣と御坊市をつなぐ広

域観光ルートの開発を検討し、クルーズ客船の誘致を起爆剤として、集客・滞留の機会の拡大を

図っていくことが検討される。 

また新エネルギーパークについては、上記観光ルートや休憩拠点としての活用、広域的な学校

教育や社会教育との連携などによる多様な主体が港湾に接してもらう機能整備が必要と考えら

れる。  

 

（３）取り組み方策 

   広域の観光ルート開発との連携、市内観光ルートの開発や新エネルギーパークにおける運営主

体との連携など、地域の観光資源の一体的な活用に向けて、これらを総合的にコーディネートす

る組織の設置が検討される。 

このため、後述する、総合的な港湾・産業振興のための組織・体制の設置・運営を企画してい

く。 
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４―３ 日高港振興に向けた取り組み体制（案）                 

 

前節での検討に示されたように、各種の取り組みを進めるにあたって、体制の整備が重要と

なると考えられる。 

このような体制のあり方として、荷主に対する日高港に関する情報提供・ＰＲや、効率的な

物流ルートや体制の提案･コーディネートを行うとともに、地域産業への市場開拓の支援、港湾

振興に関わる新たな企業誘致、港湾機能の多機能化に向けた観光振興施策との連携など、多様

な施策を一体的に行うことが重要である。また、産業振興・市場、物流ルート等の開拓に一体

に取り組む、地元密着型の「地域貿易商社」の育成が検討される。 

こうした体制については、横断的･多様な取り組みが緊密かつ効率的に図られることが必要で

ある。このため、経営的な基盤について、例えば港湾用地の管理等に関する民間活力の導入に

対応した業務受託等で確立しながら、港湾セールス･ＰＲ、港湾用地等の管理(受託)、地域密着

型の商社機能等を一体的に行っていく総合的な組織を検討していくことが提案される。 

具体の組織設立にあたっては、必要な人材の確保・独立的な経営の確保について、行政の支

援を得つつ、日高港の利用が直接利益につながる背後圏企業や団体の主体的参画による組織と

して設立されるべきと考えられる。 
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＜御坊市における検討をふまえたアジア諸都市との連携・交流を支えるシームレスな交通体系

の構築の方向性について＞ 

 

日高港においては、背後圏の生産活動、地域資源の状況から、特定の品目では、｢開港｣に向

けての量が不足しており、これらは地方港湾に共通する課題といえる。また、大規模な生産工

場誘致による以外は、基本的に生産規模も小さく、需要も限られる傾向にある。 

 

このような地方港湾振興のためには、多品種・小ロットに対応した物流システムの構築を基

本として、シームレスな物流体系を整備していく必要がある。このためには、小口輸送など多

品種・小ロットに対応して、作業システムや商品識別の共通化や情報共有などに関する情報の

シームレス化、小口積替デポに対応した輸送システムや基盤の整備など交通のシームレス化、

物流ターミナルの運営や法制度等に関する物流のシームレス化を進める必要があると考えら

れる。 

 

さらに、地方港単独で直行便としうる輸送量を確保することは早急には困難であり、周辺港

湾のみならず、港湾の連携や船舶のアライアンスを図ることが必要と考えられる。例えば｢空

船｣の一体的なオペレーションなどが進められる必要があろう。また、観光クルーズ船の寄港

など観光ルート開発における連携も想定される。 

 

また、このような取り組みを進めるためには、物流のコーディネート、貿易振興、地域の育

成・企業誘致・観光振興との連携など、地域一体としての取り組みを進めるための総合的な体

制づくりが、地域において取り組まれる必要がある。 

 

これらをふまえて、日高港における今後のあり方を示すと次頁図のとおりである。 

 

 
まとめ 
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■ 日高港振興の戦略の概念図 
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参考資料-1 わが国の木材輸入概況                        
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参考資料-2 中国の木材等輸入概況資料                      
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(1) 
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参考資料-3 大連現地調査                           

 

○ 日程及び訪問先の状況 

大連現地調査は、御坊商工会議所の調査とあわせて実施。特に、ジェトロにおけるブリーフィン

グについて、今回調査の中で企画・合同実施した。 

 

○ 1日目 

① 貿易会社 調査 

・大連で上位五位にはいる規模の貿易会社であ

り､今回､訪問する先は木材部門会社｡ 

・ロシア・ドイツ、フランス、アメリカから原材

を輸入、フローリング・家具・集成材に加工し

て、欧米・日本(5分の1程度)を輸出。コンテナ

で日本国内主要港に移送。 

・原材はロシアの松でフローリングに使える良

質なもので170～200米ドル/㎥、安いもので～

80米ドル。 

・中国のフローリング需要1.5～3億㎥｡表はヒ

バ・タモ・ナラなど硬い材。杉は柔らかいため

中身となるのではないかの指摘あり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 家具工場 調査 

・①の企業との取引がある｡また､日本企業で金

沢の住宅建材会社との取引もあり､日本への輸

出も行われている｡ 

・ロシア・吉林からのナラを主とする原木を加

工して床材(8割)、家具(2割)を生産。 
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○ 2日目 

・大連経済技術開発区にある企業を中心に調査。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 日本向け木製品加工会社 調査 

・100％日本向けの箸や爪楊枝などを製造し

ている会社。 

・日本のコンビニエンス・ストアの割り箸

等が生産されていた。 

・モンゴル産の原材使用、1100元≒17000

円/㎥。
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⑤ 日本企業の家具製造会社 調査 

・岐阜県に本社のある企業で、家具や建築材

料を製造･加工｡ 

・一般家庭向け家具の生産が主体。 

・日本国内向け40％、中国40％、アメリカ等

20％。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ スキー等製造会社 普欄店市開発区 調査 

・本社は長野県で､1995年に大連の現地会社を設

立。 

・木材は主にロシア材で、日本向けのレンタル・

販売向けのスキーやスノーボードを生産。 

・使用材は、カバ・ポプラ等、集成材にして加工。 

・現地でスキー場の運営(人口雪、競合スキー場

も多く競争は厳しい)。 
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⑦ 地元の木材加工工場 調査 

・現地の木材加工工場を調査。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ その他の工場 調査 

・日本人経営者による縫製会社｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○３日目 

・ジェトロ大連において商社も交え市場調査。 

 


